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　９月12日から10月７日ま
で開かれた定例会において、
子ども医療費助成を拡充する
条例改正、交通災害・火災等
共済を廃止する条例、公立保
育園（西山田保育園）を民営
化するために廃止する条例改
正などの提案が行われ可決さ
れました。
　また、一般会計補正予算で
は、旧北千里保育園解体撤去
費用、市民病院の患者送迎用
バスの乗り漏れを解消するた
めの費用、旧市民病院と吹田
市介護老人保健施設を繋ぐ
連絡橋を撤去する費用などが
提案されました。
　日本共産党は、一般会計補
正予算に含まれている、新た
に３つの学童保育の民間委託
を進める予算について、問題
点を指摘し反対しましたが賛
成多数で可決されました。
　条例や補正予算の詳細、日
本共産党の見解を紹介します。
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議会報告

　今回新たに山手、高野台、東小学校の３つの
学童保育の民間委託が提案されました。今年
度、一度民間委託された学級のひとつが、出欠
の確認やおやつ時のアレルギー確認がずさん
であり、保育内容も低下しているとの保護者の
指摘もありながら改善されず、結局直営に戻り
ました。
　民間委託導入当初に全会派一致で決議され
た「保育の質を下げないために委託後に検証
体制をとること」も十分に果たされていません。
　対象学級の保護者から要望書が出され、保
育内容や、子どもたちの状況、年間行事、学級
で培われてきた特色や伝統などを事業者に引
き継いでいくこと、また、引継ぎの時間を十分
に確保するなど、改善を求めています。
　日本共産党は「このような声が上がっている
中で、スケジュールありきで民間委託を進めれ
ば、さらなる不信感を広げることになる。学童
保育や指導員の処遇も含めた、あり方そのもの
を見直すときにきており、このまま進めること
は許されない」として反対しました。

　加入者の減少、類似の民間保険制度の充
実、収支の単年度赤字等を理由に共済制度
廃止が提案されました。
　昨年度には、交通災害共済には44984人、
火災等共済には18825世帯の市民が加入し、
制度運用の基金も約１億７千万円積み立てら
れています。日本共産党は、
◎基金は、本来なら加入者に返金、又は制度
の運用に使われなければならず具体的な
使途も決まっていないまま廃止は問題。
◎加入者増の取組みや、事務手続きのシステ
ムの見直しなどの運営改善で存続は可能。
◎同共済のような安価で同様の補償内容の
保険制度はない。
◎市民相互扶助や福祉的な要素があり、そ
の制度存続を求める市民がいる限り、役
割を果たすべき。
と指摘し、廃止に反対しましたが、他の会派
が賛成したため廃止が決定しました。
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　2020年４月１日より、現在中学
校卒業までの子ども医療費助成
が「18歳年齢到達年度末まで」に
引き上げられます（所得制限はあ
りません）。
　日本共産党は、府内自治体で
広がっている「子どもの医療費助
成」18歳までの拡充を市民の皆
さんと一緒に求めてきました。未
来を担う子どもたちが安心して
医療が受けられる吹田市へ、大
きな前進です。
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廃止は、生活弱者を切りすてている
としか思えません。加入することで大
きな安心感を得ることができていた、
この制度の存続を強く要望します。
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　「同一労働同一賃金」をめざすとして、
地方自治法と地方公務員法が改正され
ました。非正規公務員の任用の適正化
と処遇改善が行われる一方、一年での

雇い止めが可能になるなど不十分さが残ります。
　吹田市では、児童館や学童保育指導員をはじめ、約
1500人の臨時・非常勤職員が市民サービスの最前
線で働いています。
　日本共産党は「不利益が生じることなく適正な勤

務条件の確保がおこなわれるようにすること」とした
国会の附帯決議にもとづき、

の３点について、遵守することを確認し承認しました。

◎働く職員に不利益を生じさせないこと

◎市民サービスの低下をさせないこと

◎協議をつくして労使合意で実施すること

全会一致で可決

自治会より提出された意見


